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環境エネルギー政策研究所

ISEP「第6次エネルギー基本計画への意見(案)」

1. 自然エネルギー・省エネルギー・地域主導を「三本柱」へ
2. 小規模分散型の自然エネルギーによるグリーン・リカバリーを
3. 自然エネルギー最優先を原則とした導入目標とルールの整備を
4. 地域主導・分散ネットワーク型エネルギーとデジタル化への⼤

転換へ
5. 「3.11 福島第⼀原発事故」の教訓を踏まえた現実的な脱原発を
6. 脱石炭の早期実現と柔軟で強靭な電力システムへの規制改革を
7. 電力・熱・交通・産業分野のエネルギー統合化と脱炭素化
8. 2050年カーボンニュートラルにおける自然エネルギー100%への

転換
9. 情報公開と国⺠参加の開かれた議論の場と政策決定プロセスが

必要

出所: ISEP緊急オンラインセミナー https://www.isep.or.jp/event/13483

https://www.isep.or.jp/event/13483


環境エネルギー政策研究所

欧州各国と日本の自然エネルギー電力量比率の推移
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• 欧州(EU28カ国)では自然エネルギー電力量比率の高い目標を定め、着実に増加して
おり、長期的には自然エネルギー100%を目指す国がある。

• 日本は2030年の自然エネルギー目標の見直しは？ そして2050年の目標は？

出所：EurObserv’ER, EUデータ等よりISEP作成



環境エネルギー政策研究所

「エネルギー基本計画」とは？
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エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的かつ計画的な
推進を図るため、エネルギーの需給に関する基本的な計画

エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針、長期
的・総合的かつ計画的に講ずべき施策、研究および技術開発の
ための施策、長期的、総合的かつ計画的に推進するために必要
な事項を定める。

「エネルギー政策基本法」(2004年施行)に基づいて、経済産業⼤
臣が関係行政機関の長の意見を聴くとともに、「総合資源エネ
ルギー調査会」の意見を聴いて、エネルギー基本計画の案を作
成し、閣議の決定する。

エネルギーをめぐる情勢の変化を勘案し、エネルギーに関する
施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三年ごとに、エ
ネルギー基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、
これを変更する。

出所：エネルギー政策基本法より抜粋



環境エネルギー政策研究所

エネルギー政策と電力システム改革および気候変動対策
経産省の審議会および関連機関による制度検討
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電力・ガス取引監視等委員会

FIT制度見直し

電力広域的運営推進機関(OCCTO)

系統ワーキンググループ

電力・ガス基本政策小委員会

調達価格等算定委員会

発電コスト検証ワーキンググループ

発電コスト

エネルギーミックス(2030年)

広域系統長期方針

エネルギー基本計画

パリ協定に基づく成長戦略
としての長期戦略

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会

系統問題・主力電源化

環境省環境審議会地球環境部会

取引指針・電力市場

調整力 系統利用ルール

各種委員会・検討会

制度設計専門会合

制度検討作業部会 電力市場

地球温暖化対策計画

再生可能エネルギー主力電源化
制度改革小委員会

持続可能な電力システム構築小委員会

産業構造審議会



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
全体像

6出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料(2021年8月4日)

2050年カーボンニュートラル

2030年46%削減、更に50%の高み

S＋3Eに向けた取組

エネルギー政策の道筋

日本のエネルギー需給構造が抱える課題の克服



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案) 目次

7出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料(2021年8月4日)



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
2050年カーボンニュートラル実現に向けた課題と対応のポイント
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環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
2030年に向けた政策対応のポイント(基本方針、需要サイド取組)

9出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料

S＋3E



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(素案)
2030年に向けた政策対応のポイント(再生可能エネルギー)

10出所: 基本政策分科会(第46回)資源エネルギー庁資料

主力電源化を徹底、最優先の原則で取組み
国民負担の抑制、地域との共生を図りながら最大限導入



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
野心的水準を含めた2030年再エネ導入見込量

11出所: 資源エネルギー庁資料



環境エネルギー政策研究所

日本国内の自然エネルギーと原発の割合の推移
エネルギー基本計画の自然エネルギー目標(2030年)

12出所：資源エネルギー庁データ(電力調査統計等)より作成

• 2020年度の自然エネルギーの年間発電電力量の比率は約21%
• 太陽光が約9%、風力が約1%となり、VRE(太陽光＋風力)比率が約10%に

2030年
エネルギー基本計画の目標値

＋1.0%/年

＋1.6%/年



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
2030年に向けた政策対応のポイント(原子力)
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安全最優先?

国民の懸念の解消?

出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料



環境エネルギー政策研究所

日本国内の原子力発電所の現状(2021年8月現在)

14出典：資源エネルギー庁資料に加筆

1000万kW 250万kW 380万kW 1130万kW
1000万kW 1740万kW



環境エネルギー政策研究所

2030年の原発の割合:20%以上の非実現性
再稼働問題、建設中原発、老朽原発の運転延長問題

出典：基本政策分科会（第41回)資料(2021年4月22日)に加筆2030年2021年

再稼働1000万kW(約6%)

3400万kW(約20%)

2700kW(約16%)



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
2030年に向けた政策対応のポイント(火力)

16出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料

2030年石炭ゼロに出来ない?



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
電力需要・電源構成案

17出所: 基本政策分科会(第48回)資源エネルギー庁資料(2021年8月4日)



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
発電電力量・電源構成案

18出所: 基本政策分科会(第46回)資源エネルギー庁資料



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
エネルギー需要・一次エネルギー供給
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環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
省エネ量試算値(参考資料)

20出所: 基本政策分科会(第45回)資源エネルギー庁資料

エネルギー需要(2013年度)：36300万kL(3,904TWh)
エネルギー需要(2030年度)：28000万kL(3,011TWh)省エネ6200万kL(対策前比▲18%)



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(案)
部門別エネルギー起源CO2排出量(参考資料)
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▲17%

▲45%
▲25%

出所: 基本政策分科会(第46回)資源エネルギー庁資料

▲38% 産業
▲50% 業務
▲67% 家庭
▲38% 運輸
▲42% 転換
▲45% 合計



環境エネルギー政策研究所

第6次エネルギー基本計画(素案②)
参考：テキストマイニング：ワードクラウド(出現頻度)
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ユーザーローカルテキストマイニングツール（ https://textmining.userlocal.jp/ ）による分析
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